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Abstract
 Trade in higher education services is estimated to be a thirty billion dollar industry, 
including recruitment of international students, establishment of branch campuses, and 
online learning. The GATS is currently being negotiated under the auspices of the WTO, 
which is designed to increase trade liberalization internationally and includes education 
as a service sector. The GATS defines four ways in which a service can be traded, known 
as modes of supply, which are cross border supplies, consumption abroad, commercial 
presence, and the presence of natural persons.
 The number of international students enrolled in Australian higher education 
institutions during 2000 was 107,600. Students from the Asian region make up the majority 
of international students. Two-thirds of higher education students study onshore with 
Australian higher education providers, while the other one-third study off-shore.
 In Malaysia, the establishment of foreign universities' branch campuses is a testimony 
of the great confidence that foreign education institutions have in the education system. 
Many private colleges have "twinning" arrangement with foreign universities. Currently, 
there are private colleges that have already been approved to conduct 3 + 0 programs in 
collaboration with overseas host universities.
　現在、国境を越えた高等教育の提供や国際的な大学間の競争など、高等教育のグローバル化とも
呼ばれる状況が進展している。こうした中、世界貿易機関 (World Trade Organization : WTO) のも














諸国において約 300 億米ドルに上ると推計されている 2。
　WTO における高等教育サービス貿易交渉では、教育サービスを貿易対象物として見立て、その態様


















いる。その規模は、2001 年で 42 億ドルと言われている 5。とりわけ各大学は有効な収入源としてア
ジア地域からの留学生受け入れにきわめて意欲的であり、それは大学間の激しい獲得競争を引き起
こしている。過去 10 年間における留学生数は急速に伸びており、それに応じて留学生からの収入も





みてよいだろう。豪州の大学に在籍する 10 万 7,000 人の学生のうち、3 分の 1 はオフショア・プロ
グラムで学ぶ学生である。分野については、ビジネス、コンピューター、看護学、バイオテクノロジー
など多岐にわたる。モナッシュ大学の場合、1990 年に最初のオフショア・プログラムが香港で始まり、





年の 25 から 2003 年には 1560 にまで増加した 8。国別に見ると、シンガポール、マレーシア、香港、
国境を越えた高等教育サービスの移動豪州とマレーシアの事例
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表１　豪州の留学生数の推移　（1997 － 2000 年）(人 )
（出典）"Table 1.10c: Total of overseas students by top 10 source countries and higher education sector, 
1997 to 2000." DEST Higher Education Report for the 2002 to 2004 Triennium.
http://www.dest.gov.au/archive/highered /he_report/2002_2004/html/1_4.htm
　留学生は政府にとって貴重な収入源になっており、国をあげて留学生獲得にあたっている。教育
科学訓練省（Department of Education, Science and Technology）の中には、豪州政府国際教育機




析を行っている 10。また、同機構ならびに各大学の出資により設立された公益法人 IDP Education 
Australia を通じての豪州留学に関する広報および学生獲得が世界各地で行われている。とくに、世
界 36 ヵ国ある IDP 事務所では、現地での留学説明会の実施、大学紹介、各大学への出願手続き代行
が行われている。豪州政府は、更なる国際化を目指し、態様別に次のような障壁をあげている（表 2）。
国名  1997年  1998年  1999年  2000年 
シンガポール 13,040 15,230 17,997 19,664 
マレーシア 13,625 14,388 14,758 17,840 
香港 10,837 13,069 14,833 16,395 
インドネシア 6,467 7,547 8,769 9,720 
中国 1,941 2,411 3,484 4,721 
インド 2,509 2,968 3,354 4,467 
タイ 2,425 2,593 2,778 3,039 
台湾 1,768 2,070 2,362 2,659 
韓国 1,757 1,849 1,976 2,233 
日本 1,537 1,931 1,776 1,913 
その他 13,300 15,292 18,308 24,971 
合計 69,206 79,348 90,395 107,622 
174
表２　豪州政府が障壁としてあげる項目
（出典 )　"International Trade in Services Communication from Australia Negotiating Proposal for Education 
Services" http://www.dfat.gov.au/trade/negotiations/services/np_education.html
　質の保証については、各大学が行う自己認証システムがあるほか、政府が豪州大学質保証機構











教育機関の授業言語をマレー語に統一されていた 1970 年代以来のマレー語化政策を転換し、1991 年、
英語を主たる授業媒体とする、エリートカレッジの設立を認可し、1994 年には高等教育機関の科学
および医学分野で英語による授業を行うことを容認した 13。1996 年には「私立高等教育機関法 (the 
Private Institutions of Higher Learning Act)」により、私立大学を正式に認知した。
　マレーシアの高等教育在籍者数は 1990 年の 23 万人から 2000 年の 38 万 5,000 人に倍増し、19 歳
から 24歳までの標準年齢人口に占める高等教育就学率は1990年の 2.9％から 8.2％にまで上昇した。
この期間に私立高等教育機関の数は、1992年の156校から2002年の707校にまでおよそ4倍となった。

















人から 2000 年の 20 万 3,000 人にまで増加し、マレーシアの中等後教育人口の 53％を占めるまでに
なった 14。
　私立高等教育機関においては、国際的なプログラムは重要な商品としてみなされている 15。プロ
グラムには、ツイニングプログラム (Twinning Program)、単位互換プログラム (Credit Transfer 
Programs)、外部学位プログラム (External Degree Program)、遠隔学習プログラム (Distance 
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